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【生涯を通じた健康づくりの推進】 

県民の健康寿命（＊１）の延伸を目指し、「健康づくり推進条例」（平成23年4月施

行）、その基本計画である「健康づくり推進プラン」、及び実施計画である「健康づく

り推進実施計画」に基づき、下記の視点から「生活習慣病予防等の健康づくり」「歯及

び口腔の健康づくり」「こころの健康づくり」「健康危機事案への対応」の４分野につ

いて重点的に推進していく。 

① ライフステージに対応した取組の強化 

② 健康寿命の延伸に向けた個人の主体的な取組の推進 

③ 社会全体として健康づくりを支える体制の構築 

④ 多様な地域特性に応じた支援の充実 

 

 

 

 

 

 

１ 健康ひょうご２１大作戦の展開 

個人としての健康づくりの取組を、多様な主体による連携と協働の下、社会全体で支

える県民総ぐるみによる「健康ひょうご２１大作戦」を推進するため基盤整備や実践活

動団体への支援等、社会環境の整備を推進する。 

＜健康ひょうご２１大作戦の推進体制＞ 

① 県民主導により展開される「健康ひょうご２１県民運動」 

② 行政による施策展開（県民運動の支援、健康基盤の整備等） 

③ 企業による主体的な取組の推進（健康づくりチャレンジ企業への支援等） 

  

健康寿命の延伸 

実施計画策定時 
（R2） 

目標（R8年度） 

男性 80.41歳 男性 81.16歳 

女性 84.93歳 女性 85.68歳 
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⑴ 「健康ひょうご２１県民運動」への支援 

ア 健康ひょうご２１県民運動推進会議、地域会議の設置       （120千円） 

参画団体の相互連携による健康づくり実践活動の輪を広げるため、県民運動推進

会議を設置するとともに、県内９地域（神戸を除く。）に地域会議を設置する。 

県民運動推進会議では、全県の参画団体による重点活動目標等を決定し、生活習

慣の改善等を通じた健康づくり運動を展開するとともに、今後より一層の対策強化

が求められる高齢者の「フレイル(＊２)対策」への取組の充実を図る。 

＜重点活動目標＞「食の健康」「からだの健康」 

＜活 動 目 標＞「たばこ対策」「歯・口腔の健康」「こころの健康」等 

＜R6県民運動推進会議＞ 

開催日：６月５日 

＜R6年度地域会議＞ 

開催時期：６月～７月 

 

イ 「健康ひょうご２１県民運動推進員」の養成           （216千円） 

地域の健康づくりに率先して取り組む人材として「健康ひょうご２１県民運動推

進員・歯と口の健康サポーター」を養成するための研修会を開催し、地域や職域

での活動を支援する。 

＜推進員数＞  1,636人 (R6.4.1現在) 

＜R5年度活動件数＞ 32,313件、延べ参加人数 363,614人 

 

ウ 「健康づくり県民行動指標実践講座」の実施            （373千円） 

健康ひょうご２１県民運動参画団体が行う「健康づくり県民行動指標実践講座」

に、公益財団法人兵庫県健康財団に登録されている専門人材を派遣し、「健康づく

り県民行動指標」に基づく健康づくりの実践活動を促進する。 

 

⑵ 健康づくりを実践する基盤整備 

ア 健康づくり審議会等の設置                  （2,499千円） 

健康づくり推進実施計画の進捗状況・施策の評価や重要事項について審議するた

め、学識経験者や地域団体の代表等で構成する健康づくり審議会等を設置する。 
 

＜審議会組織図＞ 

 

 

 

 

 
 

イ 公益財団法人兵庫県健康財団の運営支援                    （54,548千円） 

県民の健康増進、保健及び医療に関する事業を実施するとともに、健康に関する

知識の普及啓発、調査研究及び地域組織活動の支援を行う公益財団法人兵庫県健康

財団の運営を支援する。 

対がん 
戦略部会 

歯及び口腔の健康
づくり推進部会 

 

受動喫煙防止 
対策検討委員会 

地域・職域連携 
推進協議会 

認知症 
対策部会 

健康づくり審議会 
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⑶ 実践活動団体への支援 

ア 食生活改善活動実践団体（いずみ会）の活動支援          （2,733千円） 

食生活改善を中心に健康づくりのボランティア活動を実践するいずみ会リーダー

（食生活改善推進員）を養成するとともに、組織の育成強化を図る。 

＜組織数＞ 38市町単位いずみ会  346グループ  

        リーダー数：2,240人  会員数：2,981人 (R6.5.1現在) 

     ＜R5年度いずみ会リーダー養成講座実施状況＞  

               講座数：16講座、修了者数：122人 

   ＜R5年度いずみ会活動状況＞               （単位：回、人） 

区分 
子どもの健康 

・食生活 

若者・働き世

代の健康・食

生活 

高 齢 者 の 

健康・食生活 
合計 

活 動 回 数 1,199 2,061 4,639 7,899 

延参加者数 26,094 36,701 63,152 125,947 

 

イ 給食施設協議会の育成・支援 

給食を提供している施設間の連携を密にし、給食管理に関する研修を行うととも

に、災害や食中毒発生時などの緊急時における相互支援ネットワークを構築し、安

全かつ確実に食事を提供する体制の強化を図る。   

＜組織数＞ 16協議会 1,031施設（R6.5現在） 

 

ウ 愛育班の育成・支援                                       （1,658千円） 

高齢者や母子等への声かけと健康学習会の開催など、健康づくり声かけ運動を展

開する地域組織「愛育班」の活動を支援する。 

     ＜活動状況＞                         (R6.4.1現在) 

組織数 対象世帯数 班員数 声かけ訪問件数 

9市町 35班 11,002世帯 645人 延66,417人 

 

エ 「まちの保健室」による健康づくりの推進                    （16,548千円） 

身近な場所で気軽に健康や子育てについて相談できる「まちの保健室」の運営や

超高齢化社会に対応する地域包括ケアシステムの構築に向けて、先導的に取り組む

公益社団法人兵庫県看護協会の活動を支援する。 

       ＜R５年度「まちの保健室」設置･活動状況＞                               

設置数 相談件数 

218箇所 延6,207人 

 

⑷ 専門職の人材育成  

健康福祉事務所と市町の保健師、栄養士、歯科衛生士等の専門職の指導技術の向上

と、健康づくりコーディネーターとしての資質向上を図るための研修を行う。 
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ア 兵庫県保健師キャリア支援センター運営事業         （10,570千円） 

兵庫県保健師キャリア支援センターを設置し、保健師のキャリアアップや資質の

向上を図る。 

＜運用機関＞ 

公立大学法人神戸市看護大学 

＜事業内容＞  

(ｱ) 兵庫県保健師キャリア支援センター業務検討会の開催 

       事業実施の方針の検討及び評価を行うため業務検討会を開催する。 

(ｲ) 保健師人材育成研修の実施 

兵庫県保健師人材育成ガイドラインに基づき、キャリアラダーに応じた新任

期研修、プリセプター研修、地域ケアの総合調整研修会を実施する。 

(ｳ) 効果的な地域保健に関する調査研究 

        兵庫県健康増進課と協議の上、テーマを決定し、調査研究を行う。 

(ｴ) 保健師キャリア支援  

保健師のキャリア相談窓口を開設し、相談支援を行う。また、ホームページ

の活用等により保健師活動の推進及び保健師確保等に関する情報を発信する。 
 

イ  行政栄養士資質向上研修                    （276千円） 

成果の見える栄養施策の推進に向け、行政栄養士が必要なスキルを段階的に身に

つけられるよう、県及び健康福祉事務所において人材育成研修を行う。 

(ｱ) 栄養指導員資質向上研修(年３回;県・保健所設置市・市町栄養士対象) 

(ｲ) 新任栄養士研修会(年２回;３年未満の県・保健所設置市・市町栄養士対象) 

(ｳ) 市町栄養改善業務強化推進事業(１圏域事務所あたり２会場；市町栄養士対象) 

 

 ウ 歯科衛生士資質向上研修                   （1,241千円） 

地域歯科保健等の活動の充実・強化を図るため、各種研修により歯科衛生士の資

質向上と人材確保を目指す。 

(ｱ) 離職歯科衛生士への復職支援研修会 

(ｲ) 歯科衛生士活動支援研修会 

 

２ 生活習慣病予防の健康づくり 

  県民一人ひとりの生活習慣の改善に向けた意識の向上や、関係団体と連携した特定健

診・特定保健指導の受診促進を図ることなどにより、生活習慣病予防を促進する。 

 

⑴ 主体的な健康づくりに向けた県民意識の向上 

ア 働き盛り世代の健康づくりへの支援             

働き盛り世代の取組を促進するため、従業員等の健康づくりに積極的に取り組も

うとする企業を「健康づくりチャレンジ企業」として登録し、健康情報の提供、専

門人材の派遣等の支援を行う。 
 

＜健康づくりチャレンジ企業の登録数＞ 2,352社（R6.12月末現在） 

 

 

 

 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6.12月末 

登録数 1,158 1,391 1,681 1,866 2,012 2,163 2,269 2,352 
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(ｱ) 「健康づくりチャレンジ企業メールマガジン」による情報提供 

公益財団法人兵庫県健康財団と協働で、健康づくりに関する様々な情報をメ

ールマガジンにより提供する。 

(ｲ) 従業員・家族のメンタルヘルス改善に向けた支援      （30,920千円） 

メンタルヘルス対策の取組の促進を図るため、産業カウンセラー等が企業等

を訪問し、研修・相談等の支援を行う。 

＜R6年度派遣申込※11月時点＞ 150社、延べ270回 

(ｳ)（新）健康づくり研修会支援事業                       (8,700千円) 

健康づくりチャレンジ企業等が主催する健康づくりに関する研修会や運動教室

等に専門家を派遣し、働き盛り世代の健康づくりを推進する。 

＜R6年度派遣申込※12月20日時点＞ 59社、70回 

(ｴ) 企業等におけるがん検診受診促進                （15,000千円） 

働き盛り世代のがん検診の受診促進を図るため、健康づくりチャレンジ企業

等による従業員及び被扶養者に対する検診等費用助成の一部を支援する。 

＜対象企業＞ 健康づくりチャレンジ企業（従業員数が300人以下） 

中小企業 (従業員数 が100人以下)及び小規模事業者等が構成す

る団体 

＜対象経費＞ 従業員及びその被扶養者が、がん検診（胃がん、肺がん、大腸

がん、乳がん、子宮頸がん）を受診するために要した経費 

＜補 助 額＞ 上限2,000円/人 

＜R6年度補助申請実績※11月時点＞ 172社、14,306人 

(ｵ) 歯科健診受診費用への助成                  （2,200千円） 

働き盛り世代の歯科健診の受診促進を図るため、健康づくりチャレンジ企業

や中小企業等の従業員及び被扶養者が個別に受診した歯科健診に要する費用及

び事業所歯科健診に要する費用の一部を助成する。 
 

＜補 助 額＞ 自己負担額または実費相当額 

※上限２千円／人かつ上限100千円／事業所 

＜R6年度補助申請実績※12月時点＞ 12社、477人 

(ｶ) 「健康づくりチャレンジ企業アワード」の実施        （191千円） 

県内において職場の健康づくり活動に積極的に取り組み、他の模範となる企

業等に賞を授与することにより、その功績を称えるとともに、その活動を広く

紹介し、企業の健康づくりへの気運を高める。 

＜R5年度受賞企業＞姫路ハウスサービス株式会社（姫路市） 

(ｷ) 三大疾病療養者の治療と仕事の両立支援事業         （6,400千円） 

中小企業従業員等のがん患者等が就業を継続できる環境を整備するため、企

業が、がんをはじめとした３大疾病の治療のために休職する従業員の代替要員を

確保した際の費用の一部を支援する。 

＜対象企業＞ 健康づくりチャレンジ企業（従業員数が300人以下） 

中小企業 (従業員数 が100人以下)及び小規模事業者等が構成す

る団体 

＜対象経費＞ ３大疾病（がん、脳卒中、心血管疾患）の治療のために休職す

る従業員の代替職員の賃金 

＜補 助 額＞ 代替職員賃金の1/2（上限100千円/月） 
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＜補助対象期間＞ 通算して最長７か月 

＜R6年度補助申請実績※11月末時点＞ ３社 
 

イ データおよびICTツールを活用した市町健康づくり支援事業   （10,175千円） 

県民の特定健診データの集計・分析や市町職員向け研修を実施することで、市町

の保健施策へのデータ利活用やICT活用を支援する。 

(ｱ)  NDBデータ(県内の特定健診結果データ)の集計・分析業務 

(ｲ)  データ利活用能力向上のための人材育成研修の開催 

(ｳ)  ICTツールを活用した市町保健事業導入研修会の開催等 
 

ウ 特定健診・特定保健指導(＊３)の受診率向上の取組 

(ｱ) 特定健診・特定保健指導に関する技術研修               (463千円) 

特定健診・特定保健指導を実践する人材を育成するため、保健師・管理栄養

士等を対象に研修を行う。 
 
    ＜特定健診・特定保健指導研修＞  

・実施時期：10月～2月末（対面および録画配信形式）  

・内  容：基礎コース（総論・各論）、スキルアップコース（保健指導） 

＜受講者数＞                    （単位：人） 

年度 保健師 管理栄養士 その他 合計 

R5 
対面 49 47 16 延 341 

実 247 録画 110 95 24 

R6 

※R7.1月現在 

対面 28 42 16 延 256 

実 186 録画 66 84 20 

 

 [参考]＜特定健診・特定保健指導実施状況＞         （単位：％） 

区分 
特定健診受診率 特定保健指導実施率 

R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 

兵庫県 51.7 49.7 52.7 54.3 20.1 20.1 22.7 23.9 

全 国 55.3 53.1 56.2 57.8 23.2 23.0 24.7 26.5 

※厚生労働省公表値 

(ｲ) 医療保険者との協働による受診促進のための啓発ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施（101千円） 

兵庫県国民健康保険団体連合会、全国健康保険協会兵庫支

部、健康保険組合連合会等と協働で、特定健診等の受診促進

のためのポスターを作成し、啓発キャンペーンを行う。 

 

＜実施時期＞ 毎年９月～11月頃 

＜実施内容＞ ポスターを活用した広報 等 

       市町・協会けんぽ加入企業の商工会議所・商

工会会員企業への周知に加え令和６年度から

は民間薬局やスーパーでの周知を行っている 

  
R6年受診勧奨ポスター 
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エ 健康体操の推進                        （839千円） 

健康づくりのための運動習慣の定着と、ロコモティブシンドローム（＊４）予防

の取組を促進するため、各市町・団体等が取り組む健康体操の情報発信等を行うほ

か、各圏域で健康体操の普及に向けた学習会を開催する。 
 

＜県内の健康体操の数＞ 66体操（32市町53体操、11団体13体操） 

＜内容＞ 「健康ひょうご２１県民運動ポータルサイト」での発信 

健康体操普及促進学習会の開催（10地域で各２回） 

 

⑵ 食の健康づくりの推進 

「食育（＊５）推進計画」に基づき、行政と食育関係者の連携強化、若い世代の食

育力の強化を図る。また、県民の主体的な取組を促進するため、「ごはん」「大豆」

「減塩」に焦点をあてた「ひょうご“食の健康”運動」を公益財団法人兵庫県健康財

団や地域、関係団体等と連携を図り推進する。 
 

ア 包括的フレイル対策推進事業の実施               （32,000千円） 

 ポストコロナに向け、県下全域でフレイル予防・改善の３本柱である「栄養（食
・口腔機能）・運動・社会参加」の一体的、かつ持続可能で包摂的なフレイル対策
を強化する。 
(ｱ) フレイル対策強化推進会議の開催（年１回） 

      産官学連携による推進会議を設置し、フレイル対策の企画検討を行う。 

(ｲ) 食環境づくりを通じた戦略的フレイル予防 
 高齢者のフレイル、食塩の過剰摂取などの健

康課題解決に向けて、産官学等の連携・協働に
よる取組を推進する。 

(ｳ) 専門職と連携した運動指導の実施 

    筋力維持を図り、健康二次被害を予防するた
め、健康スポーツ医等と連携し、運動習慣の定
着を目指した運動指導を実施する。 

(ｴ) 栄養ケア・ステーションを活用した栄養・ 
食生活支援体制の整備 
県内地域偏在なく栄養ケア・ステーションを設置し、フレイルのリスクがある

者や生活習慣病重症者、在宅療養者等への栄養・食生活指導及び介護関係者への
食支援指導を行う。また、高齢者の調理技術を高めるための研修会を開催する。 

(ｵ) フレイル予防の普及・実践 
(a)  フレイルチェックアプリの活用促進 
(b) 市町等関係職員向け研修会  ＜R6年度実績＞ ２回 

 

イ ひょうご“食の健康”運動の展開 

(ｱ) 食の健康運動リーダーの設置と活動支援              (90千円) 

地域住民等に対し、「ごはん」「大豆」「減塩」を柱とした調理実習等の活

動を行う「食の健康運動リーダー」を設置し、その活動を支援するとともに、

食の健康運動や日本型食生活の普及啓発を行う。  
    ＜食の健康運動リーダー＞      808人（R6.4.1現在） 

＜R5年度活動回数・参加人数＞  2,204回  52,166人 
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(ｲ) 食の健康協力店制度の推進                 （221千円） 

「塩分控えめ」「野菜たっぷり」といった健康メニューの 

提供や栄養成分表示の実施など、「ひょうご“食の健康”運  

動」に参加する飲食店及び中食販売店を「食の健康協力店」 

として登録し、食環境の整備を図る。  
        ＜登録数＞ 8,599店(R6.9月末現在)［目標：R8年度末9,300店］ 

 

ウ 食育の推進  

(ｱ) 食の安全安心と食育審議会食育推進部会の開催        （172千円） 

食の安全安心と食育審議会の下に食育推進部会を設置し、「食育推進計画」

に基づき、食育の重点課題の解決と推進方策など現計画の進捗状況について審

議する。 

 

(ｲ) 食育絵手紙コンクールの実施 

県民の食育への関心や実践力を高めるため、絵と 

言葉で食育の大切さを伝える絵手紙を募集し、食育 

に関する広報啓発などに活用する。 

  
 
(ｳ) 健やか食育プロジェクト事業の実施               （523千円） 

各健康福祉事務所において、若い世代の食育力の強化や壮年期の生活習慣病

や高齢期の低栄養の予防・改善を図るため、行政と地域食育関係者が連携し、

推進方策の検討や地域の課題に応じた食育実践活動を展開する。 

(１健康福祉事務所あたり：健やか食育推進会議(１回以上),実践活動(３回程度)) 

＜R5年度実績＞ 12健康福祉事務所（会議12回、実践活動36回） 

 

(ｴ) 大学生向け朝食摂取率向上プロジェクトの実施            （107千円） 

食生活上の課題の多い若い世代（大学生）を対象に、管理栄養士・栄養士養成

施設と連携し、学生による同世代の人たちへの朝食摂取率向上を図るため創意工

夫ある取組を実施する。（５会場） 
 

＜R5年度実施会場・参加人数＞ ５会場 700人 

＜実施内容＞ 参加体験型のｾﾐﾅｰ・ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ、簡単朝食ﾚｼﾋﾟの開発と普及、 

大学のホームページなどを活用した朝食摂取ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等を実施 

 

エ 専門的栄養相談の実施 

(ｱ) 住民への食生活支援 

生活習慣病や難病患者等の病態に応じた栄養指導、障害者等の食生活の自立

支援、要介護者の療養に関わる相談・指導等を行う。 

＜R5年度相談件数＞   29件 

(ｲ) 食品の栄養成分表示等の相談指導 

食品関連事業者や消費者を対象として、食品の栄養成分表示の普及啓発を行

うとともに、虚偽・誇大広告等について適正な表示に改めるよう指導を行う。 

令和６年度最優秀賞（知事賞）作品 

食の健康協力店マーク 
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       ＜R5年度相談指導実績＞                  （単位：件） 

区分 
特別用途食品 

特定保健用食品申請数 

栄養成分表示 

に関する指導 

虚偽・誇大表示 

違反に関する指導 

県 0 件 235 件 6 件 
 

オ 特定給食施設等の栄養管理指導                  （288千円） 

特定給食施設等に対する個別指導・集団指導並びに管理栄養士配置施設の指定、

医療機関への立入検査、社会福祉施設等に対する指導監査を実施する。 
 

  ＜R5年度 給食施設指導実施状況＞ 

 

 

区分 

 

 

個  別  指  導 集団指導 

特定給食施設 

(1回100食以上又は1日250食以上) 

その他の給食施設※ 

(1回20食以上) 指導回数 

県  166回 栄養士を 

置く施設 

その他の 

施  設 

栄養士を 

置く施設 

その他の 

施  設 

県 
対象施設数 621 257 479 446 － 

指導延施設数 301 113 193 177 2,676 

 

⑶ 受動喫煙等対策の推進 

受動喫煙のない健康で快適な生活環境づくりを推進するため、「受動喫煙の防止等

に関する条例」に基づき、20歳未満の者や妊婦を受動喫煙から守る取組を推進すると

ともに、たばこの害についての相談対応や周知啓発などを実施する。 

 

ア 受動喫煙対策の推進                               （6,546千円） 

(ｱ) 相談・指導体制の充実 

(a) 相談窓口の設置 

健康増進課に受動喫煙対策支援員を配置し、県民や施設管理者

からの受動喫煙に関する各種相談等に対応する。 

     ＜配置人員＞ ２名 

＜相談件数＞R4：581件 

      R5：476件 R6：341件（11月末時点） 

 

イ 禁煙支援・喫煙防止対策の推進                          （2,618千円） 

(ｱ) 喫煙防止教室の実施 

市町教育委員会と連携し、小学生・中学生とその保護

者などを対象に、たばこの悪影響についての正しい知識

を身につけさせる喫煙防止教室を開催する。 

＜R5年度実績＞ 県内20校 1,766人 

喫煙防止教室（小学校） 
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(ｲ) たばこによる健康被害等に関する啓発 

    (a) 子ども向け喫煙防止リーフレットによる啓発 

    喫煙は開始年齢が若いほど習慣化しやすく、がんの罹 

患率も高くなることから、子どもにたばこの健康被害を 

啓発するためのリーフレットを作成し、県内の小学５年 

生全員に配布する。 

    ＜R6年度配布実績＞ 県内783校 約54,700枚 

  (b) 大人向け喫煙防止リーフレットによる啓発 

      大学生や大人の喫煙防止に向け、喫煙の健康影響につ 

いて啓発するリーフレットを作成し、県内大学新入生等 

に配布する。 

   ＜R5年度配布実績＞ 県内29校等 11,807枚 

  (c) マンション、戸建て住宅向けポスターによる啓発 

    マンションや戸建て住宅における喫煙の際に、周囲へ 

の配慮を促すポスターについて、ホームページなどを通じ、 

周知啓発を図る。 

 ＜R3年度配布実績＞ 約7,100枚 

  (d) 妊婦及びパートナー向け禁煙啓発動画及び動画紹介チラシによる啓発 

    妊婦及びパートナーなど妊婦の周囲に対して、喫煙・受動喫煙の健康影響を

啓発する動画及び動画紹介チラシを作成し、県下のイオンやサービスエリアの

広報用ラックなどへの配布や｢ひょうごチャンネル(YouTube)｣への掲載を通

じ、周知啓発を図る。 

＜R5年度配布実績＞ 6,941枚 

 (e) 小中学生向け喫煙防止啓発動画による啓発 

教育現場において、オンライン授業の導入が進んでいることを踏まえ、学識

経験者などの意見も取り入れた小中学生向け啓発動画を活用し、子どもに対す

る喫煙防止教育の充実を図る。 

    (f)（新）飲食店での受動喫煙防止啓発動画による啓発 

幅広い年代の方が利用する飲食店での受動喫煙防止を目

的とした動画を新たに作成し、動画配信サイト「TVer」や

「YouTube」を活用して、周知啓発を図る。 

＜実施期間＞ 11月１日～11月30日 

    (g)（新）20歳未満向け喫煙及び受動喫煙防止リーフレットによる啓発 

      20歳未満の者の喫煙は健康に及ぼす影響が大きいことから、これまで作成し 

た啓発動画等を簡便に視聴できるようQRコードを掲載した総集編リーフレット 

を新たに作成し、周知啓発を図る。 
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(ｳ) ＷＨＯ世界禁煙デー及び禁煙週間等の普及啓発 

関係機関においてポスター掲示や庁内放送等を行い、禁煙支援及び受動喫煙対

策の普及啓発を行う。 

＜実施時期＞ ・ＷＨＯ世界禁煙デー（５月31日） 

・禁煙週間（５月31日～６月６日） 

・禁煙の日（毎月22日） 

 

ウ 今後の受動喫煙対策に関する検討の実施             （476千円） 

 (ｱ) 受動喫煙防止対策検討委員会の開催 

今後の受動喫煙対策の方向性等についての検討を行うことを目的に受動喫煙

防止対策検討委員会を開催する。(R7年２月開催) 

 

３ 次世代の健康づくり 

妊娠期から切れ目のない支援体制の充実を図るため、母子保健対策を推進する。 

 

⑴  妊娠・出産への切れ目ない支援 

ア 予期せぬ妊娠SOS相談事業                  （12,680千円） 

身体的・精神的な悩みや不安を抱えた若年妊婦等に、安全な場所でリアルタイム

な相談を提供するため、24時間365日体制で相談を実施する。 

＜実施内容＞予期せぬ妊娠等、妊娠・出産・育児に関する困りごとに対して、助産

師・保健師が電話・面談による相談や同行受診支援等を実施 

＜R6年度実績※11月末時点＞9,488件 

(電話1,319件、SNS7,836件、面接等46件、メール276件) 

 

イ 悩みを抱える妊産婦等の孤立防止対策       (791千円) 

出産・育児に悩む妊産婦の課題について関係機関が共通認識し、連携の強化を図
るため、連絡会議や研修会を実施する。 
性に関する知識とカウンセリングを学んだ大学生等（ピアサポーター）に気軽に

相談できる場を開設する。 

＜ R5年度開催実績＞ 

・妊娠・出産包括支援連絡会議（26回） 

・地域思春期保健関係者によるネットワーク会議の開催（4回） 

・健康学習会（28回、受講者597人） 

・ピアサポートルーム（23回、参加者1,313人） 

 

ウ 周産期メンタルヘルス対策に関する専門人材育成事業の実施    (1,325千円) 

周産期メンタルヘルスケアの充実を図るために、連携会議や研修会を開催する。 

 

エ 不妊治療ペア検査事業（県単独事業）             （3,500千円） 

夫婦で受診・検査を行うことにより不妊の原因を早期に発見するため事実婚を含

む夫婦（初診日の妻の年齢が43歳未満）がそろって受けた保険適用外の不妊治療に
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係る検査費用の7/10を助成する。県は、助成事業を実施する市町が負担した1/2を

補助する。 

＜R5年度実績＞実施市町28市町（補助実施市町22市町、助成件数645件） 

 

オ（新）不妊症治療支援の推進                 （206,700千円） 

(ｱ) 不妊治療にかかる先進医療費助成事業            

不妊治療を受ける夫婦の経済的負担を軽減するために先進医療費を助成（3万

円）する。 

(ｲ) 不妊治療にかかる通院交通費助成事業             

不妊治療を受ける夫婦の経済的負担を軽減するために先進医療機関への通院交

通費を助成する。（5,000円を超える部分の1/2） 

※（ｱ）(ｲ)ともに胚移植までを1クール 

 

(ｳ) 不妊治療支援広報事業 

   妊娠及び出産の希望を含む自分たちの将来設計を考えて、日々の健康や生活に

向き合えるよう、専用ホームページを立ち上げるとともに、啓発媒体等を作成

し、 「プレコンセプションケア」という概念の周知を図る。 

 

 

 (ｴ) Z世代へのプレコンセプションケア講師派遣事業 

   若い世代が妊娠及び出産の希望を含む自分たちの将来設計を考えて、日々の健

康や生活に向き合うこと（プレコンセプションケア）ができるよう、県内の学校

や教育機関に講師を派遣する。 

  ＜令和6年12月末時点＞申し込み件数：44件 

 (ｵ) 不妊治療支援検討会の設置                 

    不妊治療における課題を明確にし、子どもを持ちたいと望む方が安心して適切

な時期に不妊治療を受けることが出来る環境整備対策等について検討会で協議す

る。 

 

カ 不育症治療（＊６）支援事業の実施                 (24,288千円) 

（ｱ） 検査費・治療費の助成（県単独事業） 

事実婚を含む夫婦（妻の年齢が43歳未満）が受けた保険適用外の不育症検査費

の7/10、治療費の1/2を助成する。県は、助成事業を実施する市町が負担した1/2

を補助する。 

＜R5年度実績＞実施市町40市町（補助実施市町23市町154件） 

（ｲ） 指定検査費の助成（国補助事業） 

２回以上の流産、死産の既往がある者を対象に、不育症検査における先進医療

にかかった費用の7割（上限6万円）を助成する。 
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キ 不妊専門相談事業の実施                         (893千円) 

不妊治療や、不育症、男性不妊などに関する総合相談として、不妊症看護認定看

護師の資格を有する助産師、産婦人科医、泌尿器科医による電話相談、面接相談を

実施する。 

＜開設日＞ 電話相談：第１・３土曜（10時～16時）  

                  不妊・不育専門相談：第２土曜・第３土曜日・第３水曜日 

（14～15時30分または17時）（予約制） 

            男性不妊専門相談 ：第１水曜（15～17時）（予約制） 

 

＜相談件数＞      （単位：件） 

区分 電話相談 面接相談 

R2 62 42 

R3 69 43 

R4 60 24 

R5 46 50 

R6.12月末 37 60 
 

ク 不妊治療促進企業支援事業                  (1,096千円) 

不妊治療を行うための休暇や勤務形態の選択制の導入や、従業員の理解促進に取

り組む健康づくりチャレンジ企業を支援し、不妊治療を推進する。 

＜内容＞ 補助金10万円（１回のみ） 

＜R4年度補助実績＞ ７社 

＜R5年度補助実績＞ ４社 

＜R6年度補助申請実績※12月末時点＞ 12社 

 

⑵  子どもの健やかな成長への支援 

ア 新生児先天性代謝異常検査等の充実                  (48,128千円) 

新生児のフェニルケトン尿症（＊７）等の疾患を早期に発見し、心身障害の発現を

防止するため、新生児先天性代謝異常検査を実施する。 

 

イ 周産期及び小児期の医療・保健にかかる専門家会議の開催     (1,601千円) 

関係団体や学識者で構成する専門家会議において、周産期・小児期の医療・保健

課題を検討することを目的に会議を開催する。 

   ＜開催回数＞ 年２回  

      

ウ 未熟児養育医療費の一部負担                （66,606千円） 

市町が実施する未熟児の入院養育に必要な医療給付の費用の一部を負担する。 

＜負担割合＞ 国1/2、県1/4、市町1/4 

  

不妊の原因 

女性のみ

    41% 

男性のみ 

   24% 

男女とも 

24% 

不明 11% 

出典：ＷＨＯ調べ(1996年) 
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エ 医療と保健が連携した「養育支援ネット」の推進 

未熟児等、養育上支援を必要とする家庭を早期に把握し、フォローするために医

療機関と地域保健が連携し、支援する情報提供システム「養育支援ネット」の推進

を図る。 
    
      ＜養育支援ネット活動実績＞ 

区分 受理件数 A 家庭訪問件数 B 割合(B/A) （参考）年間出生数 

R3 6,065件 5,119件 84.4％   36,953人（R2） 

R4 6,133件 

件 

5,268件 85.8％  35,581人（R3） 

R5 6,280件 5,521件 90.9％  33,565人（R4） 

 

オ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の推進    （58,862千円） 

育児不安の軽減を図り養育に関する相談に応じるため、市町が全乳児家庭に対し

て実施する乳児家庭全戸訪問事業に対して経費の一部を助成する。 

＜負担割合＞ 国1/3、県1/3、市町1/3 
 

カ 養育支援訪問事業の推進                  （14,218千円） 

乳児家庭全戸訪問事業等を通じて把握した養育支援が特に必要と認められる子ど

もとその保護者に、訪問により相談指導等を行う市町に対し助成する。 

＜負担割合＞ 国1/3、県1/3、市町1/3 
 

キ 聴覚検査機器購入支援事業の実施               （9,000千円) 

聴覚検査機器を所有していない産科医療機関等が、新たに聴覚検査機器

（自動ABR）を購入する場合に、購入費を支援する。 

＜補助率＞  １／２（国1/4、県1/4） 

＜R6年度補助申請実績＞ ６施設 

 

４ 歯及び口腔の健康づくり 

  歯と口腔の健康は、生活の質を確保するための基礎となる重要な要素であることに加

え、口腔の衛生状態の悪化が全身疾患の発症や重症化の一因となることから、ライフス

テージに応じた適切な口腔健康管理等の歯科保健サービスの充実に取り組む。 

 

⑴  歯科口腔保健推進体制の整備 

ア 口腔保健支援センターの運営                  （315千円) 

「口腔保健支援センター」を中心に、関係団体等と連携しながら歯科口腔保健の

総合的な取組を推進する。 

 

イ 市町の歯科保健体制整備支援                 （3,514千円） 

兵庫県歯科衛生士センター（歯科衛生士バンク）を活用し、市町の歯科保健体

制整備を支援する。 

＜実施内容＞ ・歯科衛生士未配置市町における歯科保健体制整備 

・歯科衛生士の人材確保（登録）、養成 

・運営協議会の開催 
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ウ 歯及び口腔の健康づくり推進条例に基づく普及啓発           

歯及び口腔の健康づくり推進条例に基づき、県民の歯科保健に対する意識の醸

成、実践定着を図っている。 

    (ｱ)  （新）健口から始めるウェルビーイング向上プロジェクト  (3,891千円) 

大阪・関西万博に連動して展開する“ひょうごEXPO week「健康とウェルビ

ーイング」”の期間に合わせ、全世代が体験しながら楽しく学べるイベント

の開催や、県HP等でイベント参加者の感想等を発信することにより、県民の

健口意識の向上等を目指す。 

Ｒ６年度は兵庫県ゆかりのお笑い芸人・アイドルと来場者がクイズに参加

しながら、歯と口の健康について楽しく学ぶイベントを開催し、Ｒ７年度の

イベントに向けた機運を高める。 

      ＜実施内容＞ 

 噛
カ

ミング(coming)EXPO
エキスポ

’25～前笑戦
ぜんしょうせん

～の開催 

        日時：令和６年11月16日（土）13:30～15:00 

会場：神戸文化ホール 大ホール 

内容：ひょうご健口推進部長任命式 

来場者参加型トークイベント 

「歯と健口について、学ぼう！」 

登壇者：ｼﾞｬﾙｼﾞｬﾙ（後藤淳平・福徳秀介）ひょうご健口推進部長へ任命 

           STU48信濃宙花（兵庫県歯科医師会「健口アンバサダー」） 

           坂中哲人（大阪大学大学院歯学研究科予防歯科学講座講師） 

参加者：約550名 

 

  エ （新）災害時歯科保健活動指針の改訂                  (310千円) 

  国が推奨する他職種との協働による災害支援チームとしての歯科保健活動の実践

や、被災地での受援・各関連団体等との連携体制等を追記するため、災害時歯科保

健活動指針（H9.3策定、H26.3改訂）を改訂し、歯科保健活動基盤の強化を図る。 

   ＜実施内容＞・災害時歯科保健活動指針改訂のワーキング会議の開催 

         ・災害時歯科保健活動指針改訂版の配布 

 

⑵  ライフステージ別歯科保健対策の実施 

  ア 乳幼児期からの歯及び口腔保健対策推進事業の実施          （2,330千円） 

モデル３圏域７市町において、希望する保育所・認定こども園・幼稚園にフッ化

物洗口モデル事業を実施し、乳幼児期の早期からむし歯予防を推進する。 

＜実施市町＞東播磨（明石市、加古川市、高砂市、稲美町、播磨町） 

      北播磨（多可町） 

      西播磨（赤穂市） 

＜実施内容＞・モデル事業実施地域での歯科保健対策向上のための会議 

・保育所、幼稚園等におけるフッ化物洗口モデル事業の実施 

  

イベントの様子 
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イ 大学生による大学生のためのｵｰﾗﾙﾍﾙｽｱｯﾌﾟﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施    （1,287千円） 

学生の主体的なオーラルヘルスに関する活動を通じて健口づくりに取り組む大

学を増やす。 

＜実施内容＞・実行委員の募集 

・ｵｰﾗﾙﾍﾙｽｱｯﾌﾟﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議の開催 

・大学生による大学生のためのオーラルヘルス普及啓発事業 

 

 ウ オーラルフレイル対策の更なる普及・啓発と体制整備事業    （2,173千円） 
市町及びその他関係団体にオーラルフレイル対策の実態調査を行い、多職種連携

を図りながら、住民主体運動として地域に根付いた事業を市町が主体的に継続でき
るようなフォローを目指す。 
＜実施内容＞・オーラルフレイル対策実態調査の実施 

・オーラルフレイルの県民への普及・啓発 

・検討会の開催 

・研修会の開催 

  

エ 通所介護事業所における口腔ケア定着事業の実施        （1,080千円） 

誤嚥性肺炎予防のため、歯科専門職や介護職を育成し、介護職員による口腔内観

察及び口腔ケアを推進する。 

＜実施市町＞ 宍粟市、養父市 

＜実施内容＞ ・ケアプランへの口腔ケアに関する記載等の調査 

・体制整備にむけた関係者検討会議 

・通所介護事業所管理者対象研修会 

・介護支援専門員、介護職員等対象研修会 

・歯科専門職対象研修 
 

オ 精神障害者への歯科包括ケア体制整備事業               （697千円） 

    関係者による検討会、及び歯科専門職対象の研修会の実施により精神障害者への

歯科包括ケア体制を整備する。 

＜実施内容＞・精神障害者への歯科包括ケア体制の整備に向けた検討会の開催 

・歯科専門職対象の研修会の開催 
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５ 健康危機における健康確保対策 

(1) 能登半島地震における保健師等の派遣及び活動支援 

  厚生労働省からの応援派遣要請等を受け、兵庫県からは、１月６

日～５月31日までの約５か月に渡り、石川県鳳
ほう

珠
す

郡穴水町及び輪島

市に、保健師チームとして、53チーム、延193人を派遣した。 

  また、穴水町において、被災者の健康支援の充実を図るため、穴

水町保健師や派遣保健師とオンラインミーティングを行い、阪神淡

路大震災や東日本大震災時の保健活動を共有する等、被災地支援活

動に従事した。 

 
 
 

 
 
 
  

(2) 大規模災害への備え 

本県での大規模災害発生に備えてノウハウの蓄積を図り、大規模災害発生時に適切に

対応できるよう、令和５年３月に改定した「災害時の保健活動ガイドライン」を活用

し、災害時保健活動研修会や受援・派遣調整訓練等を実施し、県、市町、健康福祉事務

所が協働して対応できる体制整備を図る。 

 

６ 認知症施策の推進 

  認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる社会を

目指し、国の「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」「認知症施策推進大

綱」を踏まえ、「老人福祉計画（介護保険事業支援計画）」「健康づくり推進プラン」

に基づいて、「共生」と「予防」を車の両輪に、当事者の視点を重視した切れ目のない

施策を、５本の柱により推進する。 

 ＜県内認知症高齢者推計＞ 2025年：約21万人 → 2040年：約26万人 

 

(1) 認知症予防・早期発見の推進 

中年期からの認知症への理解・健康づくりを促進するとともに、認知機能が低下

し、社会生活に支障をきたす可能性のある人が早期からの受診・相談により、適切な

支援を受け、住み慣れた地域でその人らしい暮らしが続けられる体制の整備を推進す

る。 
 
ア 認知症早期受診促進事業の実施                （9,543千円） 

(ｱ) 認知症予防教室支援事業 

県内市町において、認知症予防事業を、先進的な研究成果に基づくプログラム

の活用や、客観的データを用いた効果検証により、より効果的な内容に展開する

取組を支援する。 

＜R6年度実施＞４市町（加古川市・三田市・多可町・新温泉町） 

支援先 派遣期間 自治体名 活動内容 

穴水町 令和6年1月6日
～5月31日 

兵庫県、尼崎市、明石
市、姫路市、西宮市等 

避難所、在宅、仮設住
宅における健康管理、

保健医療福祉活動チ
ームとの連携支援 

輪島市 令和6年1月8日
～3月29日 

神戸市 

応急仮設住宅への巡回訪問 
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(ｲ) 導入支援研修 

市町保健部門と高齢福祉部門との連携等、市町における早期受診を促進する体制

整備を進めるための研修会を実施する。 

(ｳ) 認知症自己チェック等の普及啓発媒体 

       市町が認知症健診等認知症の早期発見・早期対応で活用する認知症自己チェッ

ク等の普及啓発媒体を作成・配布することにより、認知症への理解促進、早期発

見・早期対応の取り組みを推進する。 

 

イ  認知症・高齢者相談の実施                                     （1,482千円） 

県民総合相談センターにおいて、高齢者及びその家族が抱える認知症を含む各種の

心配ごと、悩みごとに対応するため、認知症の人と家族の会（月・金）及び兵庫県看護

協会（水・木）による電話相談を実施する。 

＜R6年度実績※12月末時点＞ 相談件数 216件 

 

ウ 認知症相談センターの機能強化                       （383千円） 

各市町に設置された認知症相談センターの機能向上等、市町における相談体制強化

を図るための研修会を開催する。 

 

エ 働き盛り世代の認知症予防・早期発見・対応促進事業の実施     （2,796千円) 

中年期から、発症リスクの低減につながる生活習慣の見直し、認知症への画一的な

マイナスイメージの払拭など、正しい理解を深める人を増やし、認知症への備えや、

地域共生社会の実現に向けた県民の意識向上を促進する。 

(ｱ) 働き盛り世代への認知症理解促進研修の実施 

企業の認知症理解促進を図るため、事業主や産業保健師等、企業で職員の健康 

管理に携わる職員等を対象とした研修を実施する。 

    ＜R5年度実績＞ 洲本市 28名、上郡町 40名 

(ｲ) 認知症への備え力アップ促進事業 

(a) 企業の従業員等中年期からの生活習慣の見直しや認知症への正しい理解を促進

するため、リーフレットを作成し、配布する。 

(b) 県・健康財団等のホームページで、動画やリーフレット等、認知症に関する情報

を発信する。 

(ｳ) 健康マイプラン実践講座（認知症関連）に対する助成事業 

企業において、従業員向けに研修を実施する場合、講師派遣に伴う費用の一部を

助成する。 

 

(2) 認知症医療体制の充実 

   身近な地域においてかかりつけ医を中心とする認知症医療体制の強化を県内全域に

おいて推進する。 
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ア 認知症疾患医療センターの設置・運営                        （100,030千円） 

(ｱ) 認知症疾患医療センター設置・運営事業の実施 

地域の認知症医療水準の向上を図るため、認知症疾患医療センター（＊８）を設

置し、保健医療・介護機関等と連携を図りながら、認知症疾患に関する鑑別診断と

その初期対応、認知症の行動・心理症状（BPSD）（＊９）と身体合併症への急性期医

療、専門医療相談、診断後の相談支援等を実施する。 

＜認知症疾患医療センターの設置状況(R6.12 月末現在)＞ 25 箇所(県指定 18 神戸市指定 7) 

(ｲ) ひょうごMCI ネットワーク強化事業の実施 

認知症疾患医療センターが､市町と協働し、診断後支援機能を強化するとともに、

市町がMCIと診断された当事者のニーズや医療機関における診断後支援の実情を把握

し、地域における支援体制のあり方及び医療機関との連携について考える契機とす

るなど､診断直後からの軽度認知障害(MCI)（＊10）の方への支援体制の構築を一体的

に推進する。 

  

イ 認知症地域医療連携体制強化事業の実施             （1,461千円） 

認知症相談医療機関（＊11）及び認知症対応医療機関（＊12）の県内全域での普及・

定着、認知症疾患医療センターを含めた医療連携体制の強化を図るため、地域ごとの

連絡会等を実施するとともに、認知症医療全県フォーラム等を開催する。 

＜認知症相談医療機関数（R6.1月現在）＞ 1,731箇所 

＜認知症対応医療機関数（R6.1月現在）＞ 1,428箇所 

 

ウ 医療従事者への認知症対応力向上研修の実施                   （9,789千円） 

(ｱ) 認知症サポート医の養成 

医療や介護関係者への助言を行うとともに、認知症初期集中支援チーム（＊13）へ

の指導や地域包括支援センター等との連携に協力する認知症サポート医（＊14）を養

成する。 

＜認知症サポート医養成数（R5年度末累計）（神戸市実施分を除く）＞ 397人 

(ｲ) かかりつけ医等への認知症対応力向上研修の実施 

早期発見・早期対応につながるよう、かかりつけ医認知症対応力向上研修や、病 

院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修等を実施する。 

＜かかりつけ医修了者数（R5年度末累計）（神戸市実施分を除く）＞    2,099人

＜病院勤務の医療従事者修了者数（R5年度末累計）(神戸市実施分を除く)＞ 3,987人  

(ｳ) 歯科医師・薬剤師・看護職員等認知症対応力向上研修の実施 

認知症の容態に応じた適時・適切な医療介護等の提供を図るため、かかりつけ医と

連携した対応を目指し、歯科医師・薬剤師に対する研修を行うとともに、入院・外来

・訪問等を通じて認知症の人と関わる看護職員や、日頃から高齢者と接する機会が多

い病院勤務以外（診療所、介護事業所等）の看護師や歯科衛生士に対し、研修を実施

する。 

＜歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修修了者数（R5 年度末累計）＞ 

 

歯科医師 薬剤師 看護職員 

1,191 2,474 1,225 

（単位：人） 
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(3) 認知症地域支援ネットワークの強化 

認知症の人とその家族が地域で安心して暮らせる社会を目指すために、当事者を含

め、社会の様々な領域の人が地域づくりに参画・協働できる取組を推進する。 
 

ア 健康づくり審議会認知症対策部会                 (340千円) 

認知症高齢者の増加を見据え、認知症を取り巻く現状や課題に対する共通認識を図

るとともに、推進方策等について検討を行う。 

〔構成員〕ひょうご認知症希望大使、認知症の人と家族の会、保健・医療・福祉・ 

介護関係者、学識経験者等 

イ 本人の社会参加促進事業                    (3,141千円) 

(ｱ) ひょうご認知症希望大使（＊15）による本人発信 

当事者の視点を認知症施策の企画・立案に一層反映するとともに、認知症の人

本人の社会参加や普及啓発を推進するため、認知症の人本人からの発信機会を増

やす取組を実施する。 

(ｲ) 身近な地域で支える人材の活動促進 

(a) チームオレンジ構築推進事業の実施 

市町における認知症の人とその家族の支援ニーズと、認知症サポーター等身

近な支援者をつなぐ、「認知症の人本人の社会参加を促進する」市町の仕組み

（チームオレンジ）づくりを支援する。 

＜チームオレンジ設置市町数（R5年度末現在）＞ 26市町 

(b) キャラバン・メイト養成研修の実施 

市町等の認知症サポーター養成講座の講師となるキャラバン・メイトを養成する。 

＜キャラバン・メイト兵庫県内養成数（R5年度末累計）＞ 6,388人 

(ｳ) 身近な地域で支える環境の整備 

生活に関連した企業・事業所・組合等、認知症サポーター養成講

座を受講した従業員を店舗や窓口に配置し、認知症の正しい理解と

適切な対応に努める企業等を「ひょうご認知症サポート店」として

登録し、その取組を支援する。 

〔支援内容〕県HPでの登録店舗公開、ｽﾃｯｶｰ・ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ等の作成・配布  

    ＜登録事業所数（R6.12月末時点累計）＞ 559店舗 

 

ウ 認知症地域支援推進員の養成・活動支援事業          （2,358千円） 

(ｱ) 認知症地域支援推進員（＊16）の養成研修 

〔対象者〕認知症地域支援推進員として市町に配置された(配置予定含む)者 

(ｲ) 認知症地域包括ケア推進研修事業 

〔内 容〕自治体を超えた相互の情報交換等により、認知症地域支援推進員の活 

動を支援する等、認知症の人本人の声を起点とする共生社会の実現に向

けた各市町の取組を促進する。 
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エ 認知症への社会の理解を深めるキャンペーンの実施       （2,325千円） 

認知症への理解を促進し、社会にある「認知症観の転換」を図る等、共生社会の

実現を目指すため、啓発活動等を実施する。 

(ｱ) 世界アルツハイマーデー・月間を中心とした啓発活動 

(ｲ) オンラインも活用したピアサポート活動 

(ｳ) 認知症カフェ連絡・研修会 

〔対象者〕県内の認知症カフェ開設者、各市町認知症地域支援推進員・担当者等  

〔内 容〕認知症カフェの効果的な運営の情報交換・活動報告等 

 

(4) 認知症ケア人材の育成 

認知症高齢者等への対応のため、認知症への理解促進や専門性を備えた介護職員等

を養成するための研修等を実施し、認知症ケア人材の育成を図る。 

ア 認知症介護研修の実施                     (11,697千円) 

介護職員や施設管理者等の認知症への対応力向上を図るため、体系的な研修を実施する。 

＜認知症介護研修修了者数（R5年度末累計）（神戸市養成分を除く）＞  （単位：人） 

基礎 
(H28年度～) 

実践者 
(H17年度～) 

実践ﾘｰﾀﾞｰ 
(H13年度～) 

管理者 
(H17年度～) 

開設者 
(H18年度～) 

計画作成 
(H18年度～) 

指導者 
(H13年度～) 

5,882 7,910 1,444 2,624 427 1,076 56 

 

イ 認知症機能訓練システム（兵庫県 4DAS）研修の実施         (4,671千円) 

認知症の人が利用する介護施設等において、介護職員が認知症の人の症状に応じた

適切なケアを提供し、BPSDの予防やリスク低減に取り組めるようオンラインも活用し、

広く研修を実施する。 

 

(5) 若年性認知症施策の推進 

保健・医療・介護・福祉・就労など若年性認知症特有の課題に対応するための体制

整備と、ひょうご若年性認知症支援センターの運営による総合的な支援を図る。 

 

ア 若年性認知症自立支援ネットワーク会議の開催             （281千円） 

若年性認知症支援体制の現状と課題、自立支援方策の検討をはじめ、若年性認知

症支援センターの事業内容や個別支援のケース検討等を行うとともに支援関係機関

との連携強化を図る。 

 

イ ひょうご若年性認知症支援センターの運営                    （15,306千円） 

兵庫県社会福祉協議会に設置した「ひょうご若年性認知症支援センター」に、若

年性認知症支援コーディネーター（＊17）を配置し、市町・関係機関等と連携して相

談支援を行うとともに、支援担当者研修会の実施等、市町の支援体制の整備を推進

する。また、認知症当事者グループの活動支援や認知症の人本人が集う本人ミーテ

ィング等を実施し、若年性を中心とした認知症の人が抱えている課題やニーズを共

有し、支え合える場づくり（ピア・サポート）を推進する。 

＜R5年度実績＞ 相談件数延べ628件（実件数89件）  
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用 語 解 説 

区分 用  語 解   説   内   容 

１ 健康寿命 一定の健康状態で生活することが期待される平均期間。当資料で

は日常生活動作が自立している期間（介護保険の要介護度１以下）

の平均をいう。 

２ フレイル 老化に伴う様々な機能の低下により、疾病発症や身体機能障害に

対する脆弱性が増す状態“frailty（虚弱）”の日本語訳として日本老

年医学会が提唱した用語。適切な介入・支援により、生活機能の維

持向上が可能な状態であり、健康な状態と日常生活でサポートが必

要な介護状態の中間を意味する。 

３ 特定健診・特

定保健指導 

 

 

 

平成20年４月から医療保険者（国保・被用者保険）が40～74歳の

加入者(被保険者・被扶養者）を対象に実施する、内臓脂肪型肥満

に着目した検査項目での健康診査を「特定健康診査（特定健診）」

という。（高齢者の医療の確保に関する法律第20条） 

また、特定健診の結果により健康の保持に努める必要がある者に

対し、実施する「動機づけ支援」・「積極的支援」を特定保健指導

という。（同法第24条） 

４ ロコモティブ

シンドローム 

「運動器の障害」により「要介護になる」リスクの高い状態にな

ること。「運動器の障害」の原因には、大きく分けて、「運動器自

体の疾患」と、「加齢による運動器機能不全」がある。 

５ 

 

 

食育 

 

 

様々な経験を通じて「食」に関する知識と、「食」を選択する力

を習得し、健全な食生活を実践できる力を育むこと。（県食育推進

計画（第４次）より） 

６ 不育症治療 ２回以上の流産、死産、または生後１週間以内の乳児の死亡があ

る場合を「不育症」という。 

原因は、凝固異常、染色体異常、子宮形態異常など様々であり、

検査や妊娠期間中の継続治療などにより流産等を予防し、妊娠を維

持できるようにする。 

７ フェニルケト

ン尿症 

先天性代謝異常症の一つで、染色体の劣性遺伝により生じる。 

乳児期の早期から精神および身体発育の遅延、けいれん、赤い毛

髪、湿疹などの症状が現れる。 

８ 認知症疾患医

療センター 

認知症の速やかな鑑別診断や、行動・心理症状（BPSD）と身体合

併症に対する急性期医療、専門医療相談、関係機関との連携、研修

会の開催等の役割を担う都道府県及び指定都市が設置する専門医療

機関。 

９ 行動・心理症

状（BPSD） 

 認知症の症状である記憶障害や理解・判断力の低下等を基盤に、

身体的要因、環境的要因、心理的要因などの影響を受けて出現する

。焦燥性興奮、攻撃性、脱抑制などの行動面の症状と、不安・うつ

・幻覚・妄想をはじめとする心理症状がある。 

10 軽度認知障害

（MCI） 

 記憶障害などの軽度の認知機能障害が認められるが、日常生活に

はあまり支障を来さない程度のため、認知症とは診断されない状態のこと。 
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区分 用  語 解   説   内   容 

11 認知症相談医

療機関 

早期受診を促すため、かかりつけ医がいない人も認知症について

の診察や一般的な相談ができる医療機関。兵庫県独自の登録制度。 

12 認知症対応医

療機関 

認知症医療連携を推進するため、かかりつけ医などの身近な医療

機関で一般的な認知症の相談・診断・治療を行うことができる医療

機関をⅠ群、鑑別診断等が必要な方の診断を実施する専門医療機関

をⅡ群とした、兵庫県独自の登録制度 

13 認知症初期集

中支援チーム 

医療・介護の専門職が家族の相談等により認知症が疑われる人や

認知症の人及びその家族を訪問し、必要な医療や介護の導入・調整

や家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行い、自立生活の

サポートを行うチームのこと。 

14 認知症サポー

ト医 

認知症患者の診療に熟知し、かかりつけ医への助言、その他の支

援を行い、専門医療機関や地域包括支援センター等との連携の推進

役となるための研修を修了した医師。 

15 ひょうご認知

症希望大使 

当事者発信の推進役として、厚生労働省や自治体が任命する認知

症の人本人。認知症の普及啓発活動やキャラバン・メイトへの協力

を通して、自らの体験や希望、必要としていることなどを自分の言

葉で語る役割を担う。 

16 認知症地域支

援推進員 

全市町に配置され、各市町が進めている認知症施策の推進役、地

域における認知症の人の医療・介護等の支援ネットワーク構築の要

として、地域の特徴や課題に応じた活動を展開する。 

17 若年性認知症

支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

若年性認知症の人やその家族等の相談対応や、自立支援に関わる

関係者のネットワークを調整する者のこと。 

 


